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本市が実施した新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業は、
次の１３事業となっています。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

№ 事  業  名 事業期間

1 新型コロナウイルス感染症対策地域振興券活用マイナンバーカード普及促進事業 R4

2 新型コロナウイルス感染症対策住宅リフォーム促進事業 R4

3 新型コロナウイルス対策ミートツーリズム推進事業 R4

4
新型コロナウイルス感染症対策地域経済回復支援事業
（新型コロナウイルス対策都城市プレミアム付スマイル商品券発行事業（第３弾）

R3～R4

5 原油・原材料高対策特別貸付利子補給金 R4

6 新型コロナウイルス感染症対策_マイナンバーカード普及促進事業 R4

8 原油価格・物価高騰対策_暖房用等燃料費緊急支援事業 R4

9 原油価格・物価高騰対策_飼料価格高騰対策事業 R4

11 原油価格・物価高騰対策_商工業者等省エネルギー設備導入支援事業 R4

15 原油価格・物価高騰対策_給食費負担軽減事業 R4

16 みやざき再生支援特別貸付利子補給金 R4

17 原油価格・物価高騰対策_肥料価格高騰対策事業 R4～R5

20 妊娠出産子育て支援交付金 R4～R5
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Ｎｏ１ 新型コロナウイルス感染症対策地域振興券活用
マイナンバーカード普及促進事業（令和４年度）

（１）事業の目的

○接触機会を減少し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図るため、電子申請等の
基盤となるマイナンバーカードの取得促進を図るとともに、地域経済の活性化を図る。

（２）取組内容

○デジタル社会のインフラとなるマイナンバーカード取得者に地域振興券を配布する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
・期間内における本市の交付伸び率：６．６３ポイント（全国の交付伸び率：４．０６ポイント）
・コンビニ交付利用率：４８．０７％（令和４年７月末）

○決算額 １７９，７３１，５０９円
○交付金充当額 １７９，７３１，０００円
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Ｎｏ.２ 新型コロナウイルス感染症対策住宅リフォーム促進事業（令和４年度）

（１）事業の目的

○住宅リフォームに対して補助金を交付することにより、新型コロナウイルス感染症の影響
により、落ち込んだ地域経済の活性化を図る。

（２）取組内容

○住宅等の増改築、修繕等のための工事に対して補助金を交付する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

（成果目標） 事業実施による市経済への波及効果15億円以上を目指す
（実 績） 補助件数 １，２１１件（うち１件は繰越）

経済波及効果 約２０．５億円

○決算額 １１３，２７５千円

○交付金充当額 １０４，８４６千円
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Ｎｏ3 新型コロナウイルス対策ミートツーリズム推進事業（令和4年度）

（１）事業の目的

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大により落ち込んだ地域経済を活性化させるために、
当市が誇る「日本一の肉と焼酎」を観光の目玉としたミートツーリズムを推進し、誘客促進
による経済活動の回復を図る。

（２）取組内容

○ミートツーリズムを満喫できるツアーを造成・実施する旅行事業者に対して補助金を交付

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

（成果目標）本補助金を活用した市内宿泊者数23,000人以上を目指す
（実 績）本補助金を活用した市内宿泊者数21,423人

○決算額 １８３，０４０千円

○交付金充当額 １８３，０４０千円
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Ｎｏ４ 新型コロナウイルス感染症対策地域経済回復支援事業（令和４年度）
（新型コロナウイルス対策都城市プレミアム付スマイル商品券発行事業（第３弾））

（１）事業の目的

○新型コロナウイルス感染症が長期化する中、世界情勢に伴う原油価格や物価の高騰等の影響を
受けている地域経済活動の回復を図るとともに、市民の家計と地元商店や飲食店等を応援する。

（２）取組内容
○１万円で１３，０００円分の商品券を１６万セット発行（発行総額２０億８千万円） 。
○往復はがきでの返送及びオンライン（ぴったりサービス）での購入申込みを受付け。
○市内２７郵便局で令和４年９月１日～令和５年１月３１日まで販売。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
・申込みセット数 １８３，８１０セット
・購入済セット数（購入率） １５３，７２９セット（９６．１％）
・利用（換金）済枚数（利用率） １，９９２，４２４枚（９９．７％）
・経済効果 ２９億２百万円（利用額の約１．５倍）

（国が公表している産業連関表をもとに分析）

○決算額 ２０億９千９８９万８千６１７円（うち、交付金対象額５億６千２６０万８千６１７円）
○交付金充当額 ２億５千８７１万２千円
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Ｎｏ.５ 原油・原材料高対策特別貸付利子補給金（令和４年度）

（１）事業の目的

○コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けた事業者に対する利子補給を行うこ
とにより、事業者の事業継続を支援する。

（２）取組内容

○宮崎県がコロナ禍の長期化等により、原油価格・原材料価格が高騰する中、価格転嫁が
困難な中小企業者等のために創設した「原油・原材料高対策特別貸付」利用者の対象期
間中の利子全額を補給する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
（成果目標）市内事業者の休廃業・解散件数が2019年（コロナ前）と比較して100％未満と

なること（減少していること）を目指す。

（実 績）市内事業者の休廃業・解散件数
2019年 68件 2021年 51件 （2019年比▲25％）
※帝国データバンク 市郡別休廃業・解散件数推移より引用

○決算額 １４，０９８ 千円

○交付金充当額 １４，０９７ 千円

○国）臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に
関する公表状況調べについて（依頼）
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Ｎｏ６ 新型コロナウイルス感染症対策マイナンバーカード普及促進事業
（令和４年度）

（１）事業の目的

○接触機会を減少し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図るため、電子申請等の
基盤となるマイナンバーカードの取得促進を図るとともに、地域経済の活性化を図る。

（２）取組内容

○デジタル社会のインフラとなるマイナンバーカード取得者に商品券（QUOカード）を配布する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
・マイナンバーカード交付率：９３．８％（令和４年度末目標値８７．４％）
・コンビニ交付利用率：５０．２４％（令和４年度末）

○決算額 ９９，７４２，１１８円

○交付金充当額 ６７，４０７，０００円
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Ｎｏ８ 原油価格・物価高騰対策
暖房用等燃料費緊急支援事業（令和４年度）

（１）事業の目的

（２）取組内容

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

○決算額

○交付金充当額

〇施設園芸等について、重油価格の高騰により生産費用が増加しているものの生産者は販売価格へ転
嫁できず所得が減少傾向にある。このまま重油の販売価格が高騰すれば離農者の増加も懸念される。
〇厳しい経営環境を緩和するため、施設園芸農家及びお茶農家が使用する重油燃料費を一部補助する。

〇補助単価=国のセーフティーネット構築事業の発動単価を超えた価格から国及び県の補助
金相当額を控除した額
〇補助金額=補助単価×作付品目毎の１０アール当たり重油標準使用量×作付面積
※上限あり

当初目標申請農家数１８０戸→１５３戸(想定した農家数より申請者数が少なかったため)
離農者割合の逓減・・・当事業を実施したことにより、前年の離農率と比較して46％の減少となった。
根拠：当事業を実施しなかった場合の認定農業者減少数(想定)・・・－３７経営体(Ｒ３値)

当事業を実施した場合の認定農業者減少数・・・－２０経営体(Ｒ４値)

１６，８０８千円

１６，７１８千円
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Ｎｏ９ 原油価格・物価高騰対策
飼料価格高騰対策事業（物価高騰対応分）（令和４年度）

（１）事業の目的

○

（２）取組内容

○

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

○決算額

○交付金充当額

コロナ禍における物価高騰の影響により、配飼料価格が長期的に高騰している中、長期的な支援策とし
て、配合飼料に係る農家負担額を支援し、畜産農家の営農継続を図るもの。

コロナ禍の影響を受ける前の配合飼料購入に係る農家負担額と、現在の農家負担額の差額の一部を支
援（６，０００円／トン・３，０００，０００円／１戸上限）し、畜産農家の経営における飼料高騰影響を緩和す
る。
畜種ごとの配合飼料数量については、宮崎県農業経営管理指針を基に算出する。

畜産農家の経営安定を図ることにより、畜産農家の離農を抑制し、また、飼養頭羽数の維持を図ること
ができた。

７１１，２７６千円

７０１，０７１千円
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Ｎｏ.１１ 原油価格・物価高等対策
商工業者等省エネルギー設備導入支援事業（令和４年度）

（１）事業の目的

○コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受ける商工業者等に対して、省エネルギ
ー設備の導入を支援することで、コスト削減・事業継続を図るもの

（２）取組内容

○商工業者等の省エネ設備導入費の２分の１を支援する（上限1,000千円）。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
（成果目標）補助金活用事業者数100件以上
（実 績）活用事業数：105件（繰越50件含む）

○決算額 ２９，９８４千円

○交付金充当額 １９，２００千円
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Ｎｏ１５ 原油価格・物価高騰対策 給食費負担軽減事業（令和４年度）

（１）事業の目的

○

（２）取組内容

○

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

○決算額
○交付金充当額

コロナ渦における物価高騰に伴い学校給食の食材費も高騰する中、保護
者に負担を転嫁せず、小中学生に栄養バランスや量を保った学校給食を
安定的に提供する。

物価高騰に伴う学校給食食材費増額分の賄材料費について、保護者に
負担を転嫁せず市が負担する。

給食費を値上げすることなく年間通して栄養バランスや量を保ちながら
学校給食を提供することができた。

７０４，８５５千円
３２，３８７千円
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Ｎｏ.16 みやざき再生支援特別貸付利子補給金（令和４年度）

（１）事業の目的

○コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けた事業者に対する利子補給を行う
ことにより、事業者の事業継続を支援する。

（２）取組内容

○宮崎県がコロナ禍の長期化等により、原油価格・原材料価格が高騰する中、価格転嫁
が困難な中小企業者等のために創設した「みやざき再生支援特別貸付」利用者の対象
期間中の利子全額を補給する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

（成果目標）市内事業者の休廃業・解散件数が2019年（コロナ前）と比較して100％未満と
なること（減少していること）を目指す。

（実 績）市内事業者の休廃業・解散件数
2019年 68件 2021年 51件 （2019年比▲25％）
※帝国データバンク 市郡別休廃業・解散件数推移より引用

○決算額 １，４６４千円

○交付金充当額 １，４６３千円
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秋肥分（令和４年６月から10月に購入）：400件に対し271件の申請
※春肥分（令和４年10月から令和５年５月に購入）については、繰越事業として令和５年
６月から受付を行う。

離農者割合の逓減・・・当事業を実施したことにより、前年の離農率と比較して46％の減少となった。
根拠：当事業を実施しなかった場合の認定農業者減少数(想定)・・・－37経営体(R３値)

当事業を実施した場合の認定農業者減少数・・・－20経営体(R４値)

Ｎｏ.１７ 原油価格・物価高騰対策 肥料価格高騰対策事業（令和４年度）

〇深刻化するウクライナ情勢の影響に伴う肥料の高騰により、経営が悪化した農業者を支
援するため、肥料価格高騰分に対し支援する。

〇地域に適した肥料コスト低減体系の確立に向け、慣行の施肥体系から肥料コスト低減体
系への転換を進める。

〇肥料価格が高騰する中、化学肥料の使用量の２割低減に向けて取り組む農業者の肥料
費上昇分の一部を支援することを通じて、肥料価格高騰による農業経営への影響を緩和
する。 （コスト上昇分の7.5％、（国70%、県15%））

（１）事業の目的

（２）取組内容

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果

○決算額

○交付金充当額

２,７１４千円

２,７１３千円
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Ｎｏ20 妊娠出産子育て支援交付金事業（令和４年度）

（１）事業の目的

○ 新型コロナウイルス感染症が長期化する中、世界情勢に伴う原油価格や物価の高騰
等の影響を受けている妊婦・子育て家庭に対して、伴走型相談支援と経済的支援を一
体的に行うもの

（２）取組内容

○ 妊婦・子育て家庭に対して、出産・子育て応援給付金を給付するとともに、伴走型相談
支援を行うもの

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
出産・子育て応援給付金の給付者数１，６６５人
妊婦・子育て家庭への経済的支援、地域消費活動への影響

○決算額（令和４年度分のみ）
イ 出産・子育て応援給付金 47,450,000円
ロ その他事務費 3,889,843円

・会計年度任用職員人件費等 908,740円
・消耗品費等 913,103円
・システム改修委託料 2,068,000円（臨時交付金対象外）

○交付金充当額 ５，９４８千円


